
三原商工会議所

健康経営のＰＤＣＡ

～取り組みと効果検証～

令和６年１０月

※ 「健康経営」は、特定非営利活動法人健康経営研究会の登録商標です。



目 的

本所は令和6年3月11日付で「健康経営優良法人2024
（中小規模法人部門）」に認定されました。
健康経営優良法人認定制度とは、地域の健康課題に即
した取組や日本健康会議が進める健康増進の取組をも
とに、特に優良な健康経営を実践している大企業や中
小企業等の法人を顕彰する制度です。
本所では、令和4年3月9日に日本健康会議より「健康

経営優良法人2022（中小規模法人部門）」の認定を受
けて以来3度目の認定となります。
これからも職員の労働時間の適正化・ワークライフ

バランスの実現に向けて取り組むと同時に、会員事業
所に対する普及啓発を通じて、健康経営の輪を広げ、
地域経済の振興と発展、豊かな地域社会づくりに向け
て先導的役割を果たしてまいります。



実施内容

１．本所での取組

健康経営の取組当初からの課題である
「運動」に関しての課題解消に向けた
取組を実施。
また、コミュニケーション促進として、
職員旅行を実施。

２．情報発信

会員事業所に対する普及啓発を通じて、
健康経営の輪を広げ、地域経済の振興と
発展、豊かな地域社会づくりを実現。



1.本所での
取組に
ついて

① ラジオ体操の実施

② 運動機会の創出
昼休憩時に自由参加で、月に1～2回
程度屋外や室内で楽しみながら体を
動かす取り組みを実施。

ビーチボールバレー 卓球（ダブルス）

毎日10時からFMみはらで放送している
「広島弁ラジオ体操」を業務時間内に
実施。



1.本所での
取組に
ついて

③ コミュニケーション促進

2024年9月28日（土） 職員旅行で日帰りで淡路島へ



２．情報発信

本所所報「商工みはら」に本所取組紹介

◀商工みはら
2024年4月号

商工みはら
2024年6月号▶

◀ 商工みはら
2024年
10月号



２．情報発信 本所職員に向けた、アクサ生命保険㈱による
フィードバックセミナーの開催



２．情報発信

本所会頭による 会員事業所に向けた講演会の開催

2023年9月8日実施 ▶

商工みはら
2023年10月号掲載



２．情報発信

会員事業所に向けた健康経営の特集記事の掲載

商工みはら2024年6月号 掲載



本所職員の生活習慣における行動傾向 ＜2022～2024年の経年比較＞

具体的な健康課題把握のため、年に1度従業員向けアンケートを実施しています。

＜本所職員にみられる健康課題＞
職員の運動や心の健康への意識が高まった一方で、健康経営の取組当初からの課題である食生活に関する課題が解消して

おらず、各施策を継続し健康づくりを促すことで、職員の生活習慣病の発症を予防したい。

～アンケート結果より～



職場・組織の活性化

「そうだ」＝4点、「まあそうだ」＝3点、「やや違う」＝2点、「違う」＝1点とした平均値

・ストレスチェックおよび産業医によるチャット相談等の具体的なサポートを活用することによって、継続的に職場や組織の
活性化に結びつけることが課題である。

～アンケート結果より～
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健康関連指標の変化と目標値

・特定保健指導やストレスチェックの集団分析を活用し、職員の主体的な健康づくりの促進や環境
づくりを行い、職員一人ひとりがパフォーマンスを最大限発揮できるよう、以下の重点指標の改善
に取り組んでおります。

～アンケート結果より～

健康関連指標 2022年 2023年 2024年
目標値

（2026年）

アブセンティーイズム
（傷病による平均欠勤日数）

2.3日 1.6日 1.9日 1.5日以下

プレゼンティーイズム
（東京大学1問方式による生産性低下率）

21％ 27％ 25％ 20％以下

ワーク・エンゲイジメント
（新職業性ストレスチェックのワーク・エンゲイジメン
トに関する設問（2項目）による スコア）

2.5 2.5 2.7 2.8以上



プレゼンティーイズムと健康リスクの関連

• 職員の健康に対する意識や行動の変化は、職員のパフォーマンス向上の指標と
している「アブセンティーイズム」・「プレゼンティーイズム」・「ワークエ
ンゲイジメント」の３つの指標とも深く関係しております。

健康リスクの評価項目
従業員のリスク
該当率の割合

生活習慣
リスク

①喫煙習慣あり 14％

②過度な飲酒習慣あり 0％

③運動習慣なし 93％

④睡眠が不十分 36％

心理的
リスク

⑤不安愁訴あり 21％

⑥主観的健康観が悪い 0％

⑦高ストレス 14％

⑧仕事満足度が低い 21％

⑨家庭満足度が低い 7％

（図表1）

（図表１）について ▶

• プレゼンティーイズムについて、相
関性の高い因子を9つに区分し、該
当個数に応じて職員のリスク該当率
の割合を算出。



プレゼンティーイズムと健康リスクの関連

（図表1）の結果を踏まえ、（図表2）では３つのリスク区分に分類したうえで分析を実施。
（図表3）では、各リスクレベルのプレゼンティーイズムの平均値を算出、比較しています。

⇒健康リスクの高い職員割合の改善によって、職員のパフォーマンスの向上を実現させたいと
考えております。

（図表2）
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（図表3）

上記は、東京大学 古井・村松・井出「中小企業における労働生産性の損失とその
影響要因」日本労働研究雑誌 平成30年6月号と同じ手法により算出しています。



健康課題の改善に向けて

• 本年度実施した生活習慣アンケート結果を基に、「職
場の生活習慣課題」について従業員間で共有し、解決
に向けて意識を合わせていき、少しずつ改善を図り、
1人ひとりの健康意識を高めていきます。

• 一朝一夕で改善できるものではないので、長期的な目
標を立てて取組、従業員が健康で働きつづけられる環
境を整えられるようにしていきます。



健康経営の個別施策に対する投資額

・ストレスチェックおよび産業医によるチャット相談等の具体的な支援をはじめ、職場や組織の活
性化を目的とした健康投資策を持続的に取り組んでおります。

取り組み内容 実施目的 投資額

1
法定ストレスチェックの開始
・ストレスチェックの実施・労働安全衛生法に準拠
・年間を通じた産業医によるチャット相談サービスを開始

メンタルヘルスケアの充実
職員のこころの健康サポート

年間99,000円

2

健康増進アプリの導入と利用勧奨
（食事・栄養管理支援アプリ/運動機会増進アプリ/ 

睡眠チェックアプリ、チームで進める健康増進アプリを提
供）

ヘルスリテラシー向上と
行動変容

民間保険付帯
サービス利用


